
令和6年度第1回 静岡県小売業ＳＡＦＥ協議会 

 

 

    令和6年9月11日(水) 10：00～12：00 

静岡地方合同庁舎４階 

 

 

協  議  会 次 第 

 

 

１ あいさつ、労働行政の現況等 

   （労働災害発生状況、労働局の取組、大塚製薬株式会社との包括連携協定について） 

 

静岡労働局労働基準部 健康安全課長 

 

 

 ２ 働く女性の健康維持増進の取組について 

 

                   大塚製薬株式会社東海支店名古屋営業所 

ニュートラシューティカルズ事業部 

女性の健康推進担当 金井一記 

 

 

３ 事務局からのお知らせ 

 

 

４ 協議等 

   ①SAFE協議会構成員の任期について 

   ②今年度のSAFE協議会における取組目標について 

   ③第2回協議会の開催日について 

 

 

 



令和６年度第１回
静岡県小売業ＳＡＦＥ協議会
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2021年4月1日

厚⽣労働省 静岡労働局労働基準部健康安全課

労働⾏政の現況（労働災害発⽣状況等）
令和６年度第１回静岡県⼩売業SAFE協議会



１ 労働災害発⽣状況
（１）静岡県における

労働災害災害発⽣状況
（２）⼩売業における

労働災害発⽣状況
（３）転倒災害発⽣状況
（４）静岡労働局ぬかづけ運動

２ 大塚製薬との
健康増進に関する包括連携協定

３ エイジフレンドリー補助⾦
４ ＳＡＦＥアワード
５ 全国労働衛⽣週間



１ 労働災害発⽣状況
（1）静岡県における労働災害発⽣状況

事業者、労働者等が一体となって取り組む事項を定めた中期計画の２年⽬となる静岡労働局における「第14 次労
働災害防止計画」は、休業4⽇以上の死傷者数を令和４年と⽐較して令和９年までに減少させることを⽬標に設定
していますが、増加傾向に⻭⽌めがかかっていない状況であり、転倒が約4分の1を超え、動作の反動・無理な動
作を合わせ4割、墜落・転落が2番⽬に多い。

○ 「転倒」が26％

○ 腰痛などの「動作の反動・無理な動作」が14％
○ 令和５年の死傷者数は前（令和４）年⽐で29人（0.6％）増

労働災害の発⽣原因（令和５年）

出典︓労働者死傷病報告

転倒 (26%)

墜落・転落(15%)

動作の反動、

無理な動作 (14%)

はさまれ・巻き込まれ 13%

切れ・こすれ 7%

交通事故（道路） 6%

その他 877 (19%)

労働災害の推移（過去5年）

※新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除く
出所︓労働者死傷病報告
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１ 労働災害発⽣状況
（1）静岡県における労働災害発⽣状況（令和６年７⽉末）※速報値

令和６年７月末日現在における静岡県内における休業4日以上の死傷者数は2,219人で、前年同期⽐89人増加と
なっており、転倒が約4分の1で最も多く、墜落・転落、はさまれ・巻き込まれ、動作の反動・無理な動作の順
に発⽣している。

○ 「転倒」が25％

○ 腰痛などの「動作の反動・無理な動作」が14％

労働災害の発⽣原因（令和６年７⽉末）※速報値

出典︓労働者死傷病報告

転倒 (25%)

墜落・転落(16%)

はさまれ・巻き込まれ (14%)

動作の反動、

無理な動作 14%

切れ・こすれ 6%

交通事故（道路） 5%

その他 (20%)
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１ 労働災害発⽣状況
（2）小売業における労働災害発⽣状況

静岡労働局における「第14 次労働災害防止計画」では、小売業においても休業4⽇以上の死傷者数を令和４年
と⽐較して令和９年までに減少させることを⽬標に設定していますが、増加傾向に⻭⽌めがかかっていない状
況であり、令和５年は、転倒が約4割、動作の反動・無理な動作を合わせ5割を超えている。

○ 「転倒」が37％（うち骨折などにより約60％が休業１ヶ月以上）

○ 腰痛などの「動作の反動・無理な動作」が14％

○ 令和５年の死傷者数は前（令和４）年⽐で12人（2.2％）増

労働災害の発⽣原因（令和５年）

出典︓労働者死傷病報告

転倒 (37%)

動作の反動・

無理な動作 (14%)交通事故（道路） (14%)

墜落・転落 10%

はさまれ・巻き込まれ 7%

切れ・こすれ 5%

その他 71 (13%)

労働災害の推移（過去5年）

※新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除く
出所︓労働者死傷病報告
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⽬標値︓
５年で2022年より減少
（令和９年に534人以下）



１ 労働災害発⽣状況
（2）小売業における労働災害発⽣状況

静岡労働局における「第14 次労働災害防止計画」では、小売業においても休業4⽇以上の死傷者数を令和４年
と⽐較して令和９年までに減少させることを⽬標に設定していますが、増加傾向に⻭⽌めがかかっていない状
況であり、令和５年は、転倒が約4割、動作の反動・無理な動作を合わせ5割を超えている。

○ 「転倒」が37％（うち骨折などにより約60％が休業１ヶ月以上）

○ 腰痛などの「動作の反動・無理な動作」が14％

○ 令和５年の死傷者数は前（令和４）年⽐で12人（2.2％）増

労働災害の発⽣原因（令和５年）

出典︓労働者死傷病報告

転倒 (37%)

動作の反動・

無理な動作 (14%)交通事故（道路） (14%)

墜落・転落 10%

はさまれ・巻き込まれ 7%

切れ・こすれ 5%

その他 71 (13%)

労働災害の推移（過去5年）

※新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除く
出所︓労働者死傷病報告
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⽬標値︓
５年で2022年より減少
（令和９年に534人以下）



１ 労働災害発⽣状況
（2）小売業における労働災害発⽣状況

＜参考＞

静岡労働局における「第14 次労働災害防止計画」では、アウトプット指標として、卸売・小売業の正社員以
外への安全衛⽣教育の実施率を2027（令和９）年までに80％以上とする。ことを⽬標に設定しています。

※アウトプット指標把握のためのアンケート結果（静岡労働局） 11

正社員以外への安全衛生教育

行っている, 
20, 71%

行っていない（準備

中を含む）, 8, 29%

＜令和５年度＞

対象回答数：28

行っている, 
32, 82%

行っていない（準備

中を含む）, 7, 18%

＜令和６年度＞

対象回答数：39



１ 労働災害発⽣状況
（2）小売業における労働災害発⽣状況（令和６年７⽉末）※速報値

令和６年７月末日現在の⼩売業における休業4日以上の死傷者数は241人で、前年同期⽐20人減となってい
る。 内訳は、転倒が約3分の1、動作の反動・無理な動作を合わせ約5割。

○ 「転倒」が36％

○ 腰痛などの「動作の反動・無理な動作」が14％

労働災害の発⽣原因（令和６年７⽉末）※速報値

出典︓労働者死傷病報告

転倒 (36%)

動作の反動・

無理な動作(14%)墜落・転落 (13%)

交通事故（道路） 11%

はさまれ・巻き込まれ
5%

切れ・こすれ 7%

その他 (14%)
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１ 労働災害発⽣状況
（３）転倒災害発⽣状況

○ 転倒による死傷者数は、６年間で18.4％増

静岡県の転倒災害の推移

データ出所︓労働者死傷病報告（令和６年７月末日現在）

静岡県の性別・年齢別転倒災害発⽣状況

（令和６年７⽉末⽇現在）※速報値

○ ⾼年齢になるほど転倒災害は増加傾向となり、
⾼年齢の⼥性の増加率は特に⾼い
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※新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除く
出所︓労働者死傷病報告
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１ 労働災害発⽣状況
（４）静岡労働局ぬかづけ運動
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２ 大塚製薬との健康増進に関する包括連携協定

15

締結の⽬的︓働く世代の健康づくりのための連携・協⼒

＜連携事項＞

1. ⼥性の健康維持増進に関すること

2. 熱中症対策に関すること

3. 健康経営の普及・促進に関すること

4. その他、締結の⽬的の達成に資すること



３ エイジフレンドリー補助⾦
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３ エイジフレンドリー補助⾦
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４ SAFEアワード
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５ 全国労働衛⽣週間

19


